
12

日
本
の
第
二
回
普
遍
的
定
期
審
査
（
Ｕ
Ｐ
Ｒ
）
は
、
二
〇
一
二

年
一
〇
月
三
一
日
に
実
施
さ
れ
た
。
報
告
者
グ
ル
ー
プ
（
ト
ロ
イ

カ
）
は
、
リ
ビ
ア
、
ペ
ル
ー
及
び
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
で
構
成
さ
れ

た
。
事
前
質
問
を
提
出
し
た
の
は
、
ド
イ
ツ
、
オ
ラ
ン
ダ
、
ス
ペ

イ
ン
、メ
キ
シ
コ
、チ
ェ
コ
、ハ
ン
ガ
リ
ー
及
び
ス
ロ
ベ
ニ
ア
だ
っ

た
。
そ
の
オ
ラ
ン
ダ
の
事
前
質
問
に
お
い
て
慰
安
婦
問
題
が
取
り

上
げ
ら
れ
た
。

オ
ラ
ン
ダ
の
事
前
質
問
は
、
日
本
で
慰
安
婦
問
題
を
取
り
上
げ

る
教
科
書
の
数
が
減
っ
て
い
る
こ
と
を
取
り
上
げ
、「
基
本
的
人

権
を
尊
重
す
る
上
で
慰
安
婦
制
度
が
存
在
し
た
こ
と
を
将
来
世
代

に
知
ら
せ
る
た
め
に
政
府
は
ど
の
よ
う
な
措
置
を
と
る
の
か
」
と

い
う
も
の
だ
っ
た
。
第
一
回
の
審
査
で
は
日
本
に
対
し
二
六
の
勧

告
が
行
わ
れ
た
が
、
第
二
回
の
審
査
で
は
七
九
カ
国
が
発
言
し
、

一
七
四
の
勧
告
が
行
わ
れ
た
。
第
二
回
の
審
査
で
は
各
国
が
積
極

的
に
勧
告
を
行
う
姿
勢
に
転
じ
た
の
で
、
他
の
国
と
同
様
に
大
幅

に
増
え
て
い
る
が
、
急
に
日
本
の
人
権
状
況
が
悪
く
な
っ
た
わ
け

で
は
な
い
。

な
お
、
実
際
の
審
査
で
も
慰
安
婦
問
題
に
関
す
る
勧
告
が
複
数

の
国
か
ら
あ
っ
た
。
具
体
的
に
は
、「
慰
安
婦
問
題
に
対
す
る
法

的
責
任
を
認
識
し
、
被
害
者
が
受
け
入
れ
ら
れ
る
適
切
な
措
置
を

講
じ
る
こ
と
」（
韓
国
）、「
過
去
を
認
め
被
害
者
に
補
償
を
提
供

す
る
こ
と
に
よ
り
、国
際
社
会
に
対
し
責
任
を
認
め
る
こ
と
」（
中

国
）、「
被
害
者
の
尊
厳
を
回
復
し
補
償
措
置
を
と
る
こ
と
」（
コ

ス
タ
リ
カ
）、「
法
的
責
任
を
受
け
入
れ
抜
本
的
に
対
処
す
る
こ
と
」

（
北
朝
鮮
）
と
い
っ
た
勧
告
が
な
さ
れ
た
。

こ
れ
に
対
し
て
、
日
本
は
、
先
の
大
戦
に
至
る
一
時
期
、
特
に

ア
ジ
ア
諸
国
に
対
し
て
多
大
な
損
害
と
苦
痛
を
与
え
た
と
い
う
認

識
を
持
っ
て
い
る
。
こ
う
し
た
歴
史
の
事
実
を
重
く
受
け
止
め
、

世
界
の
人
権
は
い
ま

― 
普
遍
的
定
期
審
査
の
現
場
か
ら 

―
（
そ
の
二
一
）

研
究
セ
ン
タ
ー
所
長

神
戸
大
学
名
誉
教
授
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改
め
て
痛
切
な
反
省
と
心
か
ら
の
お
詫
び
の
気
持
ち
を
表
明
す
る

と
と
も
に
、
先
の
大
戦
に
お
け
る
す
べ
て
の
犠
牲
者
に
哀
悼
の
意

を
表
し
て
き
た
。
慰
安
婦
問
題
に
つ
い
て
も
、
筆
舌
に
尽
く
し
が

た
い
つ
ら
い
思
い
を
さ
れ
た
方
々
の
こ
と
を
思
い
、
非
常
に
心
を

痛
め
て
い
る
。
た
だ
し
、
こ
の
問
題
を
政
治
問
題
化
、
外
交
問
題

化
さ
せ
る
べ
き
で
な
い
と
反
論
し
た
。
財
産
及
び
請
求
権
の
問
題

に
つ
い
て
は
、
対
日
平
和
条
約
（
一
九
五
一
年
）
や
日
韓
請
求
権

協
定
（
一
九
六
五
年
）
な
ど
二
国
間
協
定
の
当
事
国
と
の
間
で
法

的
に
解
決
さ
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
日
本
は
、
一
九
九
五
年
、
ア
ジ

ア
女
性
基
金
に
よ
り
対
応
す
る
こ
と
が
適
切
と
判
断
し
、
元
慰
安

婦
の
方
々
へ
の
医
療
・
福
祉
支
援
事
業
や
「
償
い
金
」
の
支
給
等

の
基
金
の
事
業
に
対
し
て
最
大
限
の
協
力
を
行
っ
て
き
た
と
回
答

し
た
。

こ
の
第
二
回
審
査
の
後
、
日
韓
の
間
で
慰
安
婦
問
題
に
関
し
て

重
要
な
進
展
が
あ
っ
た
。
朴
槿
恵
政
権
下
の
二
〇
一
五
年
一
二
月

二
八
日
、
日
韓
両
国
外
相
は
、
共
同
記
者
発
表
に
お
い
て
、「
韓

国
政
府
が
元
慰
安
婦
の
女
性
を
支
援
す
る
財
団
を
設
立
し
、
日
本

政
府
が
そ
の
資
金
を
拠
出
す
る
こ
と
で
、
こ
の
問
題
が
最
終
的
か

つ
不
可
逆
的
に
解
決
さ
れ
る
こ
と
」
を
確
認
し
た
。
し
か
し
、
そ

の
後
、
文
在
寅
政
権
下
の
二
〇
一
八
年
、
韓
国
は
一
方
的
に
財
団

を
解
散
し
、
日
本
が
拠
出
し
た
一
〇
億
円
相
当
額
を
韓
国
政
府
の

予
算
で
拠
出
す
る
と
表
明
し
、
こ
の
慰
安
婦
合
意
を
破
棄
し
て
し

ま
っ
た
。
さ
ら
に
、
慰
安
婦
被
害
者
ら
が
日
本
を
相
手
に
訴
え
た

損
害
賠
償
請
求
訴
訟
に
お
い
て
、
二
〇
二
一
年
一
月
、
ソ
ウ
ル
中

央
地
裁
判
決
が
、
国
際
法
上
確
立
し
た
主
権
免
除
を
認
め
ず
、
原

告
ら
の
請
求
を
全
て
認
め
た
た
め
、
日
韓
請
求
権
協
定
で
解
決
済

み
と
す
る
日
本
と
の
間
で
対
立
は
一
層
深
ま
っ
た
。

日
韓
関
係
の
改
善
の
兆
し
が
な
い
中
、
文
政
権
は
政
権
後
期
に

な
っ
て
先
の
慰
安
婦
合
意
が
公
式
の
合
意
で
あ
る
こ
と
を
よ
う
や

く
認
め
た
。
こ
れ
に
対
し
、
尹
錫
悦
次
期
政
権
の
外
相
候
補
に
指

名
さ
れ
て
い
る
朴
振
氏
は
、
二
〇
二
二
年
四
月
二
〇
日
、
慰
安
婦

合
意
に
つ
い
て
「
公
式
合
意
だ
」
と
の
認
識
を
示
し
た
。
韓
国
の

新
政
権
の
下
で
、
日
韓
両
国
が
過
去
の
こ
と
に
終
止
符
を
打
っ
て

未
来
を
志
向
し
よ
う
と
す
る
政
策
に
転
換
で
き
る
か
ど
う
か
見

守
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
。




